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国立がん研究センター「がん登録・統計」2021によると、小児がんの 10年相対生存率は約 7割

～8割とされ、諸外国では小児がん患者の約 9割が成人を迎えるという報告がある（Blum，1995）。

成人発症のがん患者と大きく異なる点として、小児から成人にかけて心身共に成長する段階がある

ことである。身体の成長に伴い診療科も移行していくことが望ましいと考えられ、小児がんサバイ

バーの移行医療が課題である。2021 年米国で小児がん克服患者に対し治療歴や長期間のフォロー

アップが必要なことを教育するためのツールとして、パスポートを配布することが試みられている

（Murphy，2021）。そのパスポートには患者個人の治療歴のほか、臓器別に今後どの時期に晩期合

併症に対する予防並びに診断のために通院すれば良いかなどが記載されており、患者の教育や医療

従事者の情報共有を円滑にする効果があったと報告されている。諸外国において移行医療について

のシステムは構築されつつある。 

小児がんの晩期合併症には生殖機能への影響があり、小児がん克服患者に対し産婦人科医が関わ

ることは重要なことである。しかしながら、本邦では、小児科と産婦人科の医師や医療従事者間の

移行医療が広く施工されておらず、本領域における後進国になっている。そのため今後、小児がん

患者における産婦人科医への移行医療のシステム構築が必要である。 

本研究では、がんサバイバーシップ向上に資する‟産婦人科への移行医療システム構築”を目指

すため、まず本邦における小児がん患者の移行医療における産婦人科医の関わりの現状を把握する

ことを目的とし、日本産科婦人科学会専攻医指導施設および小児がん拠点病院を対象に、アンケー

ト実態調査を行った。 

本実態調査の結果、予想通り本邦での移行医療システムの構築は不十分であることがあらわにな

り、同時に課題が抽出できた。小児科医向けアンケート結果は日本小児科学会のシンポジウムで発

表し、産婦人科医向けアンケート結果については現在論文投稿中である。令和 5年度は妊孕性温存

についての啓発を継続することに併せ、他科向け用に小児がん患者を診療する上でどのように診療

を行えば良いか示した資材や、小児がん患者のインフォームドコンセントに使用できる資材の作成

を行う予定である。 
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Ａ．研究目的 

本研究は、小児がん患者の移行医療における産

婦人科医の関わりの現状を把握し、がんサバイバ

ーシップ向上に資する‟産婦人科への移行医療シ

ステム構築”を目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

令和 2 年 11月 27 日に、Google meet による 

web 班会議を開催し、「小児科から産婦人科への移

行医療が整備されていない実態があるのではない

か。小児科から産婦人科への移行医療は、妊孕性

温存のほか、女性ヘルスケアの観点からのフォロ

ーアップ、婦人科がん検診などがん予防の普及、

プレコンセプションケアから周産期管理などにも

繋げられるため、重要なことである。まずは移行

医療に関する現状を把握する必要がある。」という

意見があったことから、アンケート調査を実施す

る方針となった。産婦人科医および小児科医の

各々を対象にアンケート調査を行うことにした。 

＜産婦人科医を対象としたアンケート＞ 

【アンケート名】厚労科研鈴木班 移行医療ア

ンケート 

【アンケート期間】令和 4 年 1 月〜令和 4 年 

3 月 

【アンケート対象】日本産科婦人科学会に登録

されている専攻医指導施設 579施設 

 

＜小児科医を対象としたアンケート＞ 

【アンケート名】実態調査（小児がん拠点病院

向け） 

【アンケート期間】令和 3 年 12 月 1 日〜令

和 3 年 12 月 31 日 

【アンケート対象】小児がん診療連携拠点病院

15施設 

 

（倫理面への配慮） 

産婦人科医を対象としたアンケート調査は、聖マ

リアンナ医科大学 生命倫理委員会にて承認を得

た（承認番号 第 5387 号）。小児科医を対象とした

アンケート調査は、北海道大学 医の倫理委員会に

て承認を得た（承認番号 医 21-008）。 

 

Ｃ．研究結果 

Ⅰ.産婦人科医を対象としたアンケート結果。 

回答率 58.7％（340/579施設）。その内、アンケー

トご協力の同意を得られた施設は 339施設。 

 

 

 

92



 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ.小児科医を対象としたアンケート結果。 

回答率 100%（全 15施設）。 
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Ｄ．考察 

産婦人科医向けアンケートでは、小児がん患者

に特化した外来を開設している施設は、回答を得

られた施設の内、全国で 10施設（3%）のみであり、

小児科-産婦人科間の移行医療を行っていないと

回答した施設が 293 施設（86%）で大半を占めた。

「小児がん患者を診察したことがある」と回答し

た施設は 137 施設（40%）、その内、比較的診察経

験がある（小児がん患者の紹介をよく受ける、と

きどき受ける）施設は、63施設（18%）であった。

小児がん患者紹介経験のある施設では「特に困っ

たことはない」という回答が最多であったが、小

児科医より十分な説明なく産婦人科受診を指示さ

れていた事例も散見された。 

小児がん患者は「産婦人科に一度受診した方が

良い」という意見があった一方で、「月経異常や不

妊症など症状が出現してから受診すれば良い」と

いった積極的な産婦人科医の関わりは不要である

と考えている産婦人科医の意見もあった。 

紹介理由の多くは、「月経不順」や「不正性器出

血」、「卵巣機能不全疑い」、「妊孕性温存療法」目

的に紹介されていた。実際に小児がん患者を紹介

された施設の内、「どのような対応をすれば良いの

かわからなかった」という回答があり、さらに小

児がん患者を紹介された経験がない施設において

は、「どのようにフォローすれば良いのかわからな

い」と回答した施設が多数あった。 

一方、小児科医向けアンケートでは、成人科へ

の移行医療を積極的に実施している施設は半数以

下であり、移行の流れが定式化された施設は 6 施

設（40%）であった。 

晩期合併症対策として産婦人科に紹介している

施設は 12 施設（80%）であり、積極的に産婦人科

に紹介している施設は 8施設（53%）であった。ま

た、「産婦人科に紹介していない」と回答した施設

が 1施設あった。紹介理由としては、「卵巣機能不

全」、「不妊相談」が大半を占め、産婦人科医向けア

ンケート結果と矛盾なかった。小児科から産婦人

科へ紹介する上で「特に困っていることはない」

と回答した施設が多かったが、小児科-産婦人科間

に障壁が存在すると考えている施設においては

「患者が希望しない」、「産婦人科との連携がない」

という意見があり、「連携がない」と回答した施設

の全てが小児病院であった。 

小児がん患者の紹介先として、卵巣機能不全が

疑われた患者は、10-17 歳は主に小児内分泌科に

紹介され、18歳以降は産婦人科に紹介されている

傾向があった。がん治療による性腺機能障害が起

こる可能性についてどの年齢層においても、80%以

上の施設で“保護者”には「治療前に説明してい

る」と回答した。“患者本人”には、10歳以上にお

いては半数以上が「治療前に説明をしている」と

いう回答であったが、それ以前の年齢では治療前

に説明している施設は 0%であった。 

小児がん患者の診療上、小児科医が産婦人科的

な問題で苦慮した経験は、「月経異常の管理や不正

性器出血」、「卵子・卵巣凍結保存のタイミング」、

「不妊相談」、「ホルモン補充」、「小児病院のため

産婦人科への紹介先がない」が挙げられた。 

産婦人科医向けおよび小児科医向けアンケート

結果を総合的に分析すると、医師側のがん・生殖

分野に関する知識不足や、患者自身への説明不足

ならびに患者自身の病状に関する理解度不足が存

在することがわかった。これらは、小児科-産婦人

科間の連携をスムーズに行うために、まず改善し

なければならない課題である。よって、医師教育

および患者教育が必要であると考えられた。 

 

Ｅ．結論 

本研究結果を踏まえ、令和 5 年度は、妊孕性温

存についての啓発を継続することに併せ、他科向

け用に小児がん患者を診療する上でどのような診

療を行えば良いか示した資材や、小児がん患者の

インフォームドコンセントに使用できる資材の作

成を行う予定である。 

また、小児科医向けアンケート結果は日本小児
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科学会のシンポウジウムで発表し、産婦人科医向

けアンケート結果は現在論文投稿中である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  総括研究報告書にまとめて記入 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

 なし 

 

 2.  学会発表 

寺下友佳代.小児がん患者の移行期医療の現状

と課題, 第 125回日本小児科学会学術集会, 2022

年 4月. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他 

 なし 
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